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《書　評》
大西隆・小田切徳美・中村良平・安島博幸・藤山浩著
『集落再生－「限界集落」のゆくえ－』
神　　立　　春　　樹
　中山間地域の農業集落が衰微，「限界集落」化し，さらには集落消滅に至るという事態が進行して
いる。この問題に関する書物は少なからずあるが，このたび本経済学会員・社会文化科学研究科教授
中村良平氏などによる『集落再生－「限界集落」のゆくえ』が刊行された。「日本の集落が悲鳴をあ
げている。『限界集落』とは，人口減少，高齢化していく集落が，後戻りの利かないひとつの節目を
通過したことを知らせるものだが，『限界集落』とはまだ呼ばれていない集落にしても，現在の過疎
高齢化から反転して人口増加や若年化に戻る可能性をほとんど見いだせないのだから，中山間地域の
多くの集落が既に『限界集落』になっているのが現状だ。一筋縄ではいかない集落問題を様々な角度
から分析し，問題解決の糸口を見出していく」（本書カバー）にある，集落問題を様々な角度から分
析し，問題解決の糸口を見出していく，ということに注目して本書を読んだ。
　なお，私の主研究は明治期の産業・地域・生活研究，及び近世の農村・農書研究であるが，農業集
落に関するものに『戦後村落景観の変貌』（御茶の水書房　1₉₉1年），『日本近代景観史緒論』（教育文
献刊行会　200₉年），農村調査記録の『変貌過程における児島湾干拓地農業－1₉₇0年代の農村調査記
録－』（岡山近代史研究会　200₇年）がある。このことから本書の書評をお受けしたが，私の農業集
落に関するものは歴史研究の立場からのもので，本論論評も農業集落問題の専門外の者のものである
ことを記しておきたい。
　本書の構成と執筆者は次である（かっこ内はカバーの著者紹介による）。
　　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　大西隆（ 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻
教授）
　　第 1 章　国土計画の視点から見た集落問題　大西隆
　　第 2 章　農山村の視点からの集落問題　　　小田切徳美（ 明治大学農学部地域ガバナンス論研究
室教授）
　　第 3 章　地域経済の視点からの集落問題　　中村良平（ 岡山大学大学院社会文化科学研究科教授）
　　第 4 章　観光の視点から見た集落問題　　　安島博幸（立教大学観光学部教授）
　　第 ₅ 章　集落の現場から未来を見つめる　　藤山弘（島根県中山間地域研究センター研究企画官）
　「はじめに」において本書の目的と基調が記される。
　「中山間地域の集落が置かれた状況を改めて多面的な角度から明らかにし，問題を軽減する方法，
さらにより根本的に長期的な視点に立って問題を解決する方法を論じたものである」本書は，「国土
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計画，農山村，地域経済，観光という切り口で集落の現状と再生の方向を論じ，さらに過疎高齢化の
進む集落の現場から，その将来を展望する章で締めくった」。
　アジアの時代への期待，中山間地再生の可能性，人生何度でも社会，という小見出しのもとに，中
山間地域の集落再生を考究している。発展するアジア諸国との連携，人々の複数人生との結び付きな
どによって多世代社会の再生を図り，想定する将来の多世代生活圏に至るプロセスを探るという，こ
の問題についての著者の考え方が記されているが，これが本書の基調といえるであろう。
Ⅰ　本書各章の内容
　各章の内容を紹介する。著述の要約，「…」は原文である。
第 １ 章　国土計画の視点から見た集落問題
　国土計画で追求してきたもののうち，現在なお重要，むしろ深刻さを増してきているものの一つが
中山間地問題である。「この章では，条件不利地域の振興を目指してきた国土計画の中で，中山間地
域等がどのように認識され，計画に組み込まれ，政策化されてきたのか，その成果はどのように評価
できるのかを論じ，集落や自治体が崩壊や消滅の危機に至らないためには何か必要かを考えてみる」。
　本章は， 1 中山間地域とは何か， 2 国土計画と過疎問題， 3 条件不利地域の振興， 4 東アジア共同
体時代の中山間地域，₅ 山村再訪，₆ 集落と自治体，₇ 中山間地域と新たな公益セクター，からなる。
　これまでに国土計画は ₆ 回作成され（全国総合開発計画：全総1₉₆2年，新全総₆₉年， 3 全総₇₇年，
4 全総₈₇年， ₅ 全総₈₈年，国土形成計画200₈年），それらには共通して“地域の均衡ある発展”とい
う目標が掲げられてきた。「政府は国土計画を通じて₅0年近くにわたって一貫して，格差是正，国土
利用の均衡，多極分散型国土等の表現で，東京等の大都市圏にのみ機能や人口が集中することを良し
とせず，国土の諸地域間の格差を縮めて均衡を保つことを是としてきた」。それでは国土計画が目指
した格差是正，均衡ある発展は実現されたか，というと，「評価は少し複雑である」。
　この国土計画にある均衡ある発展の取り組みを地方圏振興推進についてみると，それは国土計画の
地方版である地方圏で開発計画を作成する地方計画制度，モデル地域指定による地方振興のモデル型
地域開発制度，中山間地域など条件不利地域対象の条件不利地域振興制度，に大別される。
　これらのうちの，税制上の特例措置等である条件不利地域振興制度によっても人口減少，集落崩壊
は止まらない。モデル型地域開発制度は地方での産業立地と雇用増を積極的に進める政策として注目
された。1₉₆0年代初めの新産業都市と工業整備特別地域，その後のテクノポリス，頭脳立地などであ
るが，しかしこれら開発法は1₉₉0年代以降次々に廃止，工業等制限法などの大都市での工業立地制限・
地方移転を促す制度も廃止，地方の拠点となり地域での産業振興による地域開発を進める政策はほと
んど消え去ってしまった。その背景となったのは国際競争の激化で，人件費など生産コストの安い海
外との競い合いにおいて国内で製造工程を維持するには，交通や市場への接近性などの点で恵まれた
条件下での付加価値を高めることが必要となり，大都市での立地抑制，地方圏への誘導という国内政
策の実施はできない，ということがあった。そしてそれにより，地方圏の産業の疲弊は顕著となった。
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　この地方圏の顕著な産業疲弊を受けて再び地方振興が浮上する。それは，200₇年の企業立地促進法，
0₈年の農商工等連携促進法などで，地方振興と対外競争の両立を目指すものであるが，地域振興の対
象地に大都市も含むというこれまでにないものとなっている。それは国内を大都市圏と地方圏に二分
する政策では対応できないということによる。
　しかし，すでに地方圏での産業立地の減少，通勤範囲の雇用機会喪失による就業者の転居，家族の
地域からの流出が進み，高齢化，集落危機という構造が形成されてしまっている。条件不利地域の中
山間地域の集落の危機は東アジア・近隣諸国の工業発展に伴う企業立地の変化が密接に関連している。
これにより，中山間地域の基幹産業の衰微，雇用機会の喪失，そして過疎化が進んだ。
　しかし東アジア・近隣諸国の工業発展は，中山間地域にとって負の面ばかりではない。それらの国
の経済力が強まり購買力が増えての日本製品の購入・消費市場，日本観光などの積極面もあり，200₈
年の国土形成計画にはこのアジアとの連携をあげている。国土形成計画におけるもう一つの新しい視
点は，新たな公＝市民との連携がある。公益の担い手が国や自治体だけでなく民間セクターを含める，
ということであるが，この公益組織の地域活動が行なわれるためには，経済活動の要素を含むこと，
持続のためには僅かでも利益をあげること，活動が地域の福祉や持続可能性と結び付くこと，である。
第 ２ 章　農山村の視点からの集落問題
　本章は，1「限界集落」論議の背景，2 農山村をめぐる諸問題とその展開，3「限界集落」問題，4「集
落限界化」のプロセス， ₅ 「限界集落」防止策のポイント， ₆ 国レベルの支援策－動き出した新たな
政策－， ₇ 都市と農山村の共生に向けて，からなる。
　「限界集落」という用語は，雑誌論文には200₅年から，新聞記事には200₇年より登場するが，その
頻度が高まるのは200₈年からである。その背景は，一つは同年の国土形成計画の策定，もう一つは
200₇年 ₇ 月の参議院議員選挙で敗北した与党自民党の地方見直しである。「限界集落」問題の議論は
しかし，マスコミ論調や政治的契機の議論としてではなく，周辺状況を含めて歴史的かつ構造的な視
点とブームに左右されない息の長い問題提起と議論が必要である。
　現代の農山村の多面的な問題を，中山間地域を対象としてその問題状況を整理すれば，「人」，「土地」，
「むら」の三つの空洞化と表現できる。人口減少，農林地の荒廃，集落機能の脆弱化であるが，その
深層ではより本質的な空洞化，地域住民がそこに住み続ける意味や誇りを見失いつつある「誇りの空
洞化」である。中山間地域からの人口流失の要因は，所得格差のみならず，このように根深い。
　そして，中山間地域に見られた現象が平地地域まで拡がり始め，地方中小都市，その圏域全体に及
びつつある。その対極に「東京一極集中」，実は「東京一極滞留」があるが，ここにも限界団地など
限界現象が起こりつつある。
　「限界集落」問題が展開しているが，拡がる空洞化の起点の中山間地域での集落機能が決定的に低
下し，ついには集落の消滅に至る。過疎地域集落の4.2％に消滅可能性があり，それは西日本Ａ県の
山間地域は地域内集落では12％，行き止まり集落では3₇％となる。
　過疎地域集落で発生している問題・現象は，耕作放棄地の増大，空家の増加，森林の荒廃など集落
内の問題にとどまらず，害虫・病虫害の発生，ごみの不法投棄，土砂災害の発生など集落外へ影響す
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る問題でもあり，集落の「限界化」・消滅は周辺下流への影響を通じて多くの国土・国民に関わる問
題である。
　この「集落限界化」のプロセスは，人口と集落機能の相関でみると，①人の空洞化初期：人口急減・
集落機能は何とか維持。高齢化率₅0％程度ではこのステージ。②「村の空洞化」：人口減少は自然減
少中心となり，集落機能の変化が顕在化する。農業関係の組織的活動は顕著に後退するが生活面はギ
リギリ継続する。③集落の「限界化」開始：地域に残る高齢者人口さえも減少，集落機能の急激・全
面的脆弱化急テンポとなる。ごみ収集対応などの生活直結の集落機能さえ後退，住民の諦観が急速に
拡がる。④「限界化」進行：高齢者数名程度になり寄り合いもなく総ての共同活動は停止する。この
本格的な「限界化」が始まり集落機能が急速・全面的に後退する時点が「集落機能脆弱化の臨界点」で，
臨界点を超えると住民の諦観の拡がりは急速に進む。政策支援を含めた外部からの働きかけはこの臨
界点までが勝負所で，必要なのは「限界集落化」防止策である。
　「限界集落」防止策のポイントは，行政の目配り機能の再構築，広域合併自治体の対応，農山村と
若者のマッチング，であるが，国レベルの支援策，総務省の地方財政措置の集落支援員制度，2010年
改正過疎法の集落支援員の経費支出など，農水省の中山間地域など直接支払制度などの諸施策によっ
て多面的な支援の方向性が示された。
　地域という存在は多様性が強いが，研究レベル・政策レベルのこの多様性をはじめと実態認識は遅
れており，さらなる認識の前進がのぞまれる。同時に要請されているのは都市と農村の共生関係の構
築である。
第 ３ 章　地域経済の視点からの集落問題
　本章は，1 地域経済の認識，2 集落と地域の経済，3 地域経済のとらえ方，4 地域経済循環の事例，
₅ 地域経済構造の分析， ₆ おわりに，からなる。
　岡山県の市町村別人口は，県中北部の市町村は戦後一貫して人口減で，中山間地は₆₅歳以上₅0％以
上の集落・村が広汎となっているが，この限界集落に見られる生産活動は，農業，林業いずれも移動
することのできない土地という地域資源を使った活動である。代替の弾力性が高い都市経済システム
とは全く異なる中山間地の集落経済は一次産業中心の経済システムに近い。このような経済システム
を維持していくには，そのような限界集落，あるいはその集落が維持してきた自然環境に対して，歴
史をも含んだ社会的な価値を都市部がいかに見出すか，あるいは社会が認めるかが必要条件となる。
　農業や林業を域外マネー獲得の基盤産業とする集落を集合した「ムラ」にとっては，集落がもつ地
域経済としての役割は大きい。集落の生産物が一定の域外マネーを獲得できれば，それを元手に域内
サービスを維持・継続できる。地域の資金循環は行政がイニシアティブをとって実施が可能となる。
域外マネーの獲得をその集落居住者に求められない限界集落は，その集落の存在，それを取り巻く自
然環境と資源に経済的価値を社会が認識することによる行政にせよ民間にせよ基盤産業を維持して地
域の循環構造を維持していく取り組みが求められる。
　経済循環が持続可能な地域経済にとっていかに重要であるかを例示する。
　ある集落，米・野菜生産。農家は自家消費保留分を除き農協に販売預託200の収入，農協は200で隣
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町に販売。肥料購入₈0，200－₈0＝120が農家付加価値（所得）。100を肉など購入（村内スーパーで），
残り20を農協に貯金。スーパーは100の収入，仕入れ40，差引₆0が従業員の給与。従業員は₅0を衣類
等村外購入，残り10を貯金農協。村の域際収支は200域外からの収入，需要（消費）：村内100（農家），
需要：村外₅0（スーパー従業員）＋₈0（肥料）＋40（スーパー仕入れ）＝1₇0域外の需要。結局，域
外への移出1₈0，域外からの移入1₅0，域際収支は黒字30。これを地域経済のマクロ変数で表示し，そ
れを［所得＝支出］のバランス式で表現。移出が移入を上回り域際収支はプラスであるが，移出超過
分は貯蓄に吸収されていて，資金は域内で循環しない。次にこの農協への預金30が村内の投資に回さ
れたとする。資材は村内資源20と域外調達10として［所得＝支出］のバランス式で示す。
　この預金のままの場合とそれを投資に回す場合の村の域外収支と貯蓄投資のバランス式の比較によ
り，「村内での余剰となった資金を域内で活用することによって村の所得水準が上昇する」ことを例
示し，経済循環の意義を示す。
　農家の消費の大半が村外でなされ，さらに域内の総需要を域内生産で賄えない場合，ここに村の役
場の関わりがある。村は公共サービスのために税金を徴収するが，それでは公共サービスの総てを賄
えない。この場合の村の循環状況は，域際収支マイナス，財政収支も赤字，貯蓄投資はバランスとな
り，村の経済は，域内で供給不足の分の赤字は財政収支の赤字で補填していることになる。さらに域
内の生産で外貨を稼ぐが，域内の需要を賄えず域際収支はマイナスとなる。課税後の所得で消費に回
されず貯蓄は域内に投資先がないので貯蓄超過となる。域際収支のマイナス分・貯蓄超過部分の補填
に税収を上回る公的支出がなされるが，この部分が地方交付税など国からの財政支援によることとな
る。地域の産業基盤の弱体化による移出力不足と域内での資金循環不足によってである。
　持続可能な地域経済にとっては，常に域外市場からマネーを獲得することが必要条件で，より大き
い市場で販売，供給者（生産者・販売者）も絶えず品質向上に努めるべく技術革新が必要である。
　ここで地域経済循環の二つの事例，①島根県出雲市吉田町（旧飯石郡吉田村）（中国山地の山間の典
型的な中山間地。豊富な森林資源。村民出資で設立の「（株）吉田ふるさと村」を軸に地元農産物を主原料とす
る食料農産物加工品等の製造・販売で獲得した域外マネーを域内事業に再投資，雇用の拡大を実現），②岡山県
英田郡西粟倉村（村の大部分は森林，基盤産業は林業，移出産業の基盤となる地域資源の維持を第一義に置き，
森林資源・森林の再生・維持の「百年の森林事業」開始），を紹介する。
　以上をふまえて，地域自立を目指すための「地域経済の循環構造分析」の方法について，①対象と
目的，②分析の手順，③分析の視点 1 ：地域設定，④分析の視点 2 ：地域経済の基本指標，⑤分析の
視点 3 ：地域経済を支えている産業の識別，⑥地域の産業連関構造と産業の安定性，⑦地域経済にお
ける漏出の把握，と順次説明している。この手法は，島根県内各地域，四国県庁所在の都市圏，福岡
県宗像市，兵庫県豊岡市，政令市の神戸市・北九州市などで行なわれている。「人口現象の集落を多
く有する中山間地域の自治体においても是非取り組んで貰いたい」。
第 4 章　観光の視点から見た集落問題
　本章は， 1 観光と地域振興， 2 観光による「過疎地域」「中山間地」「限界集落」の活性化の歴史，
3 農山漁村における観光の新たな動き， 4 発想の転換による観光的価値の創造， ₅ 限界集落と観光へ
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の取り組み〜事例紹介〜， ₆ まとめ〜実践と課題〜，からなる。
　2003年の観光立国宣言，200₈年には観光庁設置など，日本は国をあげて観光に力を入れ始めている。
その背景には，観光が地域の産業としての役割を以前より強く期待されるようになったことがある。
「本稿では『観光』の面から，限界集落の再生や維持に持続的に役割を担っていくには，なにができ
るのか，観光に特徴的な側面について述べていきたい」。
　過疎地域における観光開発の歴史を，1₉₅0年代，1₉₆0年代，1₉₇0年代，1₉₈0年代，1₉₉0年代と，年
代的に追う。この中で1₉₈0年代は，第 1 次・第 2 次オイルショックから立ち直り，景気回復の経済好
況期に日本全国でリゾート開発の時期である。その破たん終末期，その暴走・破綻に並行して農薬・
食の安全視点から農業クローズアップし新たな観光の芽が出始めた。そして1₉₉0年代には大規模開発
が姿を消し，また従来の観光とは異なる農村観光（グリーンツーリズム）に見られる地域の生活文化，
農村集落，田園風景などを中心とする，オールタナティブツーリズムと呼ばれる新しいタイプの観光
が登場した。
　それぞれの地域の風土が創るその地の歴史に関する史跡，建造物のほか，水田，棚田，里山，雑木
林などの人為的自然と民家・集落など文化的景観が織りなす日本の伝統的な田園的風景が見直される
時代であり，「限界集落」やその周辺地域にある新しい時代の観光における潜在的資源を地域活性化
に結び付ける。これまで観光地ではなかったところを観光で再生を図るには，観光地の魅力を発見し
て魅力的場所を作る，観光対象化するものの背後にコンテクスト（文脈）・ストーリー（物語）を地
域に眠っている物を掘り起こすかつくりだす。このような観光対象としての価値や意味が生じる仕組
みを理解し観光的価値を持続させる新しいコンセプトの絶え間ない更新，地域に残った住民と観光客
の交流が重要である。
　限界集落における観光の取り組みとその効果について，二つの事例，①長野県飯山市の柄山集落（農
業の事例。この集落が属する大規模なブナ林のある鍋倉高原にスキー場開設。地域の自然や農地を利用しての自
然体験型活動拠点の「森の家」），②岩手県田野畑村机地区（漁業・水産業の事例，リアス式海岸　漁業・水
産業を観光資源とし，机浜漁港を中心とするし，漁業を観光に結び付ける事業を導入。NPO法人「体験村・たの
はたネットワーク」。サッパ船による北山崎観光　机浜番屋集落の保存と整備），を紹介する。
　これらをふまえて，限界集落の維持再生の筋道を，①集落の住民中心に観光を導入し維持していく，
②地域外からの移住者による開発と共生する，③村を閉める＝閉村に至る場合，誇りや生きがい感じ
ながら移行する，を示す。農山漁村地域において観光単独での持続的成立はありえず，農業や漁業の
存続が前提で，基本は地域における農業，漁業，林業などの自立していることである。
第 5 章　集落の現場から未来を見つめる
　本章は， 1 はじめに， 2 集落の小規模・高齢化と基礎的な生活圏の現状， 3 新たな地域運営のネッ
トワークを創設する社会実験， 4 持続可能な地域運営の方向性〜主体，分野，空間をつなぎ直す〜，
₅ 脱石油，脱温暖化の文明への転換と中山間地域再生， ₆ おわりに，からなる。
　進行する集落の危機的状況に対応した中山間地域の地域運営の方向を模索する。人口の定住には，
医療・商業・教育などの基本的生活機能の身近な地域に配置が必要である。中国地方においては，そ
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の基礎的な生活機能が整っているのは揃った生活圏は集落単位を超えて人口1,000人以上の小学校区
で成立する。各集落への人口定住には各集落を超えた基礎的生活圏としての地域運営のあり方が問わ
れる。
　集落の維持・存続には人と人のつながり＝ネットワーク（人間関係）いかんが最も重要で，それは
人口減少の度合いにより急速に減少する。ネットワークの弱体化は地域運営サイクル断絶に至り，小
規模・高齢化した集落の維持・存続困難となる。
　島根県中山間地域における，新たな結節機能の創設によるネットワーク創生という社会実験，羽須
美エリア＝NPO法人を中心とした集落支援センター構築モデルと，弥栄エリア＝地域マネージャー配
置による地域・大学連携モデル，を紹介する。この社会実験の成果を受けて持続可能な地域運営の方
向性を示す。それは①主体をつなぎ直す：「新たな公」を支える主体は，住民，行政に加えて新たな
結節機能としての地域マネジメント組織・人材。②分野をつなぎ直す：分野を横断複合化し，「範囲
の経済」を実現する「連結決算」。③地域空間をつなぎ直す：ハブ＝「郷の駅」整備。である。
　この中山間地域再生を，脱石油，脱温暖化の文明への転換と結びつけ，その意義を示す。
　わが国この₅0年間もの間発達してきた都市集中型石油文明，中山間地域の激しい過疎現象，集落消
滅・限界集落，都市の過密現象をもたらした。その都市も「201₅年危機」：郊外団地の人口減少・高
齢化である。2010年代は対照的な地域像を描いてきた郊外団地と中山間地域集落が共に持続性の危機
を迎えるというかつてない時代となる。
　都市集中型石油文明社会自体が限界に達した。これから根本的に目指すことは，コミュニティを中
心に，経済，自然との広義で持続的な「連結決算」を未来へとつなげていく社会の再構築する営みで
ある。人々の会話・交流の復活に加え資源・エネルギーからも新たな「地元」を創り担っていく取り
組みであり，「中山間地域に人々が集う脱温暖化の郷づくり」である。アメリカのニューディール政
策で取られた「民間国土保全隊」の日本版「緑の国土保全隊」の中山間地への配置を提案する。
　イギリスの田園地域の人口動態，10₈1年から2003年に増加率・増加量ともに都市地域を大きく上回
るなどで，「わが国は，田園地域が『過疎』で悩んでいるほとんど唯一の国である」。
Ⅱ　本書から学んだこと
　様々な切り口からの本書から多くのことを学び，知ることができた。Ⅱの各章における内容紹介に
自ずとそれを記したが，ここで各章から学んだ重要なことを記したい。
　第 1 章からは，戦後国土計画が ₆ 回あり，それらを通じて“地域の均衡ある発展”を追求が一貫し
ているということ，その推移において200₈年の国土形成計画においてアジア諸国との連携，新たな
公＝市民との連携という視点が打ち出されたこと，である。
　第 2 章からは，中山間地域で進行しているのは「人」，「土地」，「むら」の空洞化にとどまらず，さ
らにより深い「誇り」の空洞化であること，「限界集落化」防止が重要課題でその防止策の重要点が
示されていたこと，である。そして，中山間地域の問題の対極には東京一極集中・滞留があり，両問
題の克服，都市と農村の共生関係の構築が課題であるということ，である。
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　第 3 章からは，数字例により，地域で生み出したものを域外に移出してマネーを獲得し，それを地
域内に投資をして生産を拡大・多様化する，これを持続することの重要さを示したこと，著者のこの
手法はいくつかの自治体に取り入れられているが，このような持続的地域経済循環におけるマクロ経
済学的分析手法の有効性ということ，である。
　第 4 章からは，観光による地域再生の試みの説明，具体例から推移を知ることができた。今という
時代の人の生き方，旅のあり方に相応しい観光を地域の再生に結び付ける可能性ということ，である。
ただし，まえがき，第 1 章で強調されたアジア諸国からの中山間地域への観光は今後の期待にとどま
るように思われる。
　なお，観光による地域再生には「やはり基本は，地域において，農業，漁業，林業などが自立して
いること」という，中山間地域における地域特性を生かした農業・林業・水産業とそれらの加工業に
ついての営みについて分析した一つの章が本書にあってよかったのではないか。また，地域住民にとっ
ては不可欠の生活関連・医療・学校問題などの中山間地域における状況についても同様である。
　第 ₅ 章からは，地域維持・再生に不可欠の持続可能な地域運営には，主体をつなぎ直す・分野をつ
なぎ直す・地域空間のつなぎ直すことによる地域住民の人と人をつなぐネットワークの創出が必要で
ある，ということである。そして，都市集中型石油文明が中山間地域の激しい過疎現象，集落消滅・
限界集落をもたらしたが，都市の都市集中型石油文明社会自体が限界となった今，中山間地域再生を
脱石油，脱温暖化の文明への転換と捉える，という見解，これで本書が結ばれていることである。
　各章に地域再生の具体的事例が示されていた。中山間地域の具体事例の静岡県水窪町（現浜松市天
竜地区に属す）・長野県下伊那地方（飯田市を中心とする地域），地域経済循環の事例の島根県出雲市
吉田町（旧飯石郡吉田村）・岡山県英田郡西粟倉村，限界集落における観光の取り組みの事例の長野
県飯山市の柄山集落・岩手県田野畑村机地区（漁業・水産業の事例），島根県中山間地域における新
たな結節機能の創設によるネットワーク創生という社会実験の羽須美エリア＝NPO法人を中心とした
集落支援センター構築モデル・弥栄エリア＝地域マネージャー配置による地域・大学連携モデル，な
どである。これによって各地で多様なの地域的取り組みが行なわれていることを知ることができた，
そして地域再生を望めるようになることができた。
Ⅲ　知りたい・考えたいと思うこと
　学ぶことの多い本書であるが，さらに知りたい，考えたいと思うことをあげたい。
　その一つは，国土計画そのものについてである。
　 ₆ 回の国土計画が一貫して目標とした“地域の均衡ある発展”は現在の国土形成計画に至るまでの
ものは，すべてそれを果たせなかった。端的にいえば実現していない。それのみか状況は深刻化して
いる。なぜ，達成できず，事態はより深刻になったのであろうか。
　そもそも，“地域の均衡ある発展”が一貫した目標というが，全総以来，国土計画の主目標は何で
あったのか。拠点開発，大規模プロジェクト構想はそれなりに達成され，「成功」したのではないか。
それが本来の目標であり，地域の均衡ある発展は，副次的であったのであろうか。そしてどのような
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問題点があり，それについての異なる，さらには批判的意見はあったのか，それはどのように扱われ
たのであろうか。このようなことを知りたいと思った。
　本書第五章は，それまでの考察の後に，「わが国は，田園地域が『過疎』で悩んでいるほとんど唯
一の国である」，としている。第二は，なぜわが国だけなのか，その理由についての言及はないが，
このことについて見解を聞きたい，と思った。
　昨年夏，フランスの西南部の農村に滞在した。「山並みの頂き近く羊群れ」はそのときの句であるが，
小高い山並みの頂き近くまで林と草地が入り交じり，家畜が放牧されている。平地も放棄地は見当た
らなかった。若者の都市への流出はあるが，子どものある農家は子どもが農業を引き継ぐという。そ
こで感じたことは西洋の村々は近代化過程においてつくりかえられたという歴史的背景があり，この
歴史的経緯と国の農業・農村政策が日本との相違をもたらしているのではなかろうか，ということで
ある。
　それと関連して，そこで農村事例としてあげられたイギリスもまた石油に大きく依存する。それに
もかかわらずむしろ人口増のイギリス農村と「過疎」の日本というこの違いから，より直截的に問わ
れているのは日本的石油文明の社会ということなのであろうか。
　第三は，これは本書の範囲外であろうが，環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）参加は，中山間地集落
問題との関連をどのように考えるのであろうか。あらゆる物の関税なしという原則により，アメリカ・
オーストラリアなどからの農畜産物の移入はさらに拡大されて農業は大きな打撃を受けるといわれて
いる。「中山間地域に人々が集う脱温暖化の郷づくり」の実現はいっそう困難となるであろう。本書
の著者によるこの問題についての著作に学びたい。
　本書は，各著者のこれまでの多くの研究成果を集約し集成したものとなっている。そして，本書は，
結びの「『限界集落』という言葉に目を閉ざすことなく，より広く・長い・深い視点で，中山間地域
の可能性を幅広い国民層で共有していきたいものである」にみずから応える，限界集落・中山間地域
の可能性を人々共有とするためのよき導きの書となっているといえよう。
 （ぎょうせい　2011年１月　XIII＋166＋ⅳページ）
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